
激化する国家間AI覇権争いと「日本AI基盤モ
デル開発」の戦略的意義：国産フィジカルAIに
よる反転攻勢への青写真 

Gemini 3.1 pro 
1. イントロダクション：AI覇権競争における日本の現状と地政
学的コンテキスト 
2026年現在、人工知能（AI）を巡る国家間の覇権争いは、サイバー空間におけるテキストや画像の
生成といった基盤技術の獲得競争から、現実世界の物理的制御や国家の安全保障、そして基幹産

業の競争力に直結する次元へと劇的なパラダイムシフトを遂げている。米国および中国の巨大テク

ノロジー企業が大規模言語モデル（LLM）のパラメータ規模と圧倒的な計算資源において寡占的な
優位性を確立する中、欧州や日本などの非中核国は、自国のデータ主権とAIの自律性を確保する
ための「ソブリンAI（主権AI）」の構築を国家的な最重要課題として位置づけている1。 

こうした歴史的転換点において、2026年4月12日、日本のテクノロジー・通信・製造の各産業を牽引
する中核企業群が結集し、国産AI開発の新たな司令塔となる新会社「日本AI基盤モデル開発（
Japan AI Foundation Model Development）」の設立が公式に発表された1。法人登記自体は2026
年1月9日に東京都渋谷区で行われており、綿密な準備期間を経ての本格稼働となる4。この新会社

は、ソフトバンク、NEC、ソニーグループ、ホンダという、これまで独立して独自の技術戦略を描いてき
た日本を代表する巨大企業4社が「日の丸連合」として合流したものであり、単なる一企業の新規事
業領域を超えた、国家ぐるみの「反転攻勢」を企図した枠組みである1。 

本報告書は、この新会社設立の背景にある技術的、経済的、および地政学的な文脈を網羅的に解

剖し、1兆パラメータ規模の超巨大モデル開発と「フィジカルAI」という次世代技術の方向性、そして政
府（経済産業省・NEDO）による異例の1兆円規模の支援スキームがもたらす産業構造への波及効果
を、極めて高い解像度で分析するものである。 

2. 「日本AI基盤モデル開発」の組織構造と異業種連合のメカ
ニズム 
「日本AI基盤モデル開発」の最大の特筆すべき点は、その類を見ない資本結合モデルと、明確な技
術的役割分担に基づくエコシステムの設計にある。AIモデルの開発から実装、データ供給、そして社
会的応用に至るまでの一貫したバリューチェーンを国内で完全に自律させることを目的としている5。 

2.1 資本構造：コア4社と産業界を網羅するマイノリティ出資によるエコシステム
形成 
新会社のコアとなるのは、ソフトバンク、NEC、ソニーグループ、ホンダの4社であり、各社はそれぞ



れ十数％以上の株式を保有し、共同事業体としての経営責任を共有するフラットなガバナンス体制

を敷いている1。この主要株主構造は、特定の1社による独占的な技術囲い込みやプラットフォームの
私物化を防ぎ、汎用的なインフラとしての国産AIを確立するための牽制機構として機能する。 

さらに重要なのは、この4社に加えて、日本製鉄、神戸製鋼所、三菱UFJ銀行、三井住友銀行、みず
ほ銀行の3メガバンクを含む複数の国内主要企業が少数株主（マイノリティ出資者）として参画してい
る事実である1。これにより、新会社は単なるIT企業と製造業の合弁会社から、日本の重厚長大産業
および金融インフラの総意を背負った「コンソーシアム型国策企業」としての性格を帯びることにな

る。 

この出資構造は、単なる資金集めではなく、強固な相互依存関係を持つエコシステムとして設計され

ている。以下に、各ステークホルダーの役割と相互関係の構造を示す。 

 

階層 / 役割 参画企業・組織 エコシステムにおける機能と

提供価値 

中核開発層（頭脳） ソフトバンク、NEC 大規模な計算資源（クラウ

ド、スーパーコンピュータ）の

提供。1兆パラメータ規模の
LLM構築アルゴリズムの開
発と運用5。 

技術・アルゴリズム層 プリファードネットワークス 
(PFN) 

分散学習アーキテクチャやロ

ボティクス制御に向けた高度

な深層学習アルゴリズムと、

国内トップクラスのAI開発人
材（エンジニア）の供給5。 

物理実装層（四肢・感覚） ホンダ、ソニーグループ 開発された基盤モデルの物

理世界への実装。ホンダは

自動運転やモビリティへ、ソ

ニーはイメージセンサー、半

導体、エンターテインメント領

域への応用を担う5。 

データ・資本供給層 3メガバンク（三菱UFJ, 三井
住友, みずほ） 

莫大な開発資金の安定供

給。高度なセキュリティ要件

を伴う金融特有のドメイン

データの提供と、実証実験（

PoC）の場の提供7。 

産業データ・実証層 日本製鉄、神戸製鋼所 製鉄所等の極限環境におけ



る複雑な物理・産業データ

（温度、圧力、素材特性など）

の提供。「フィジカルAI」の学
習に不可欠なオンプレミス

データの供給源7。 

この構造分析から明らかなように、ソフトバンクとNECが基礎モデルという「頭脳」を開発し、ソニーと
ホンダがそれを物理世界の「四肢や感覚器」として実装する。そして、メガバンクや鉄鋼大手がその

血液となる「データと資本」を還流させるという、極めて自己完結性の高い強靭なバリューチェーンが

国内に誕生したことを意味している。 

2.2 経営陣とAI開発リソースの集約 
新会社の社長には、これまでソフトバンクにおいて国産生成AIの開発を主導してきた幹部が就任す
る7。また、国内の様々な組織に分散していたトップクラスのAI開発エンジニア約100名を集約し、中
央集権的な開発体制を構築する7。この中には、ソフトバンクやNECの技術者だけでなく、日本国内
で有数の深層学習とスーパーコンピュータ最適化の技術力を持つAIスタートアップ、プリファードネッ
トワークス（Preferred Networks: PFN）の技術者も参画することが決定している6。PFNの参画は、モ
デルの物理法則理解やハードウェアの限界を引き出すアーキテクチャ設計において決定的な役割を

果たすと推測される5。 

3. 技術的パラダイムシフト：1兆パラメータと「フィジカルAI」の
統合 
新会社の技術的野心は、単に海外製の言語モデルを日本語に翻訳・微調整することではない。米国

勢が先行するインターネット上のテキストデータを中心とした「一般的な言語生成」の領域から、日本

が世界的に競争力を持つ製造業のハードウェアと産業データを融合させた「フィジカルAI（物理AI）」
領域へのゲームチェンジを狙っている5。 

3.1 1兆パラメータ規模の国産LLMの開発 
第一の技術的目標は、1兆（1 Trillion）パラメータ規模の超巨大な基盤モデルの開発である7。2026年
時点におけるAIの競争力は、依然としてモデルのサイズとそれに投下される計算資源に比例すると
いう「スケーリング則」に支配されている。数千億から1兆パラメータの領域に達することで、AIは単な
る単語の確率的推論を超え、論理推論能力や高度なコンテキストの理解、ひいては物理法則の直

感的な把握能力が飛躍的に向上するとされている。 

この中核となる「頭脳」の構築を主導するのは、国内最大規模の通信・計算インフラを有するソフトバ

ンクと、長年にわたり独自のAI研究とスーパーコンピュータ開発の実績を持つNECである5。両社の

計算資源と、PFNの持つ分散学習アーキテクチャのノウハウを融合させることで、グローバル水準の
基盤モデルを国産技術でスクラッチから構築する5。 

3.2 「フィジカルAI」の確立と役割分担 
新会社が提唱する次世代技術の核心が「フィジカルAI」である5。これは、インターネット上の言語



データのみを学習源とする汎用AIから脱却し、現実の物理空間の法則性や、工場設備、モビリティ、
ロボティクスから得られる膨大なマルチモーダルデータ（センサー、画像、映像、音声、位置情報、三

次元空間データなど）を学習し、物理的なアクションを自律的に制御できる次世代AIを指す5。 

業界関係者の分析によれば、日本はこのフィジカルAIの分野において世界的に見ても明確な構造
的優位性を持つとされている5。なぜなら、高品質なテキストデータは英語圏に圧倒的に偏在してい

る一方で、高品質な「物理データ」は、ロボット制御、自動車製造、精密機械加工などの分野で世界

をリードする日本の産業界の内部（オンプレミス）に蓄積されているからである。 

このフィジカルAIの実装領域を担うのが、ホンダとソニーグループである5。完成した基盤モデルを、

両社が持つ以下の特定ドメインへと落とし込む。 

●​ ホンダ（Honda）の社会実装: 主に自動運転システムや汎用ロボットへの実装を担う。例えば、
ホンダが開発を進める小型の自動運転車「サイコマ（Ci-Me）」は、車載された7つのカメラ情報
をAIが統合的に分析し、歩行者を自律的かつ安全に回避するだけでなく、搭乗者や周囲の人
間と音声でコミュニケーションを取りながら走行する11。また、歩行者を先導する追従型ロボット

「ワポチ（WaPOCHI）」など、人間と協調して動作する物理デバイスの制御エンジンとして、新
会社のAIが中核的に活用される11。これにより、高齢化社会におけるラストワンマイルの移動

支援や物流の効率化を目指している。 
●​ ソニーグループ（Sony Group）の社会実装: 自社の強みであるCMOSイメージセンサーをはじ
めとするエッジデバイス、半導体、エンターテインメント（ゲーム等）、そしてロボティクス領域へ

のAI実装を担当する7。物理空間の光や音をデジタルデータに変換する世界最高峰のセン

サー群と、1兆パラメータの超巨大基盤モデルを直結させることで、人間の知覚を凌駕する状
況認識能力を持った自律型エージェントAIの開発が期待される。 

このように、新会社の枠組みは、「AIモデルを単に開発するだけでなく、日本国内の重工業やモビリ
ティ産業の末端にまで組み込んで具体的な経済価値を生み出す」という完全なバリューチェーンを志

向している5。 

4. 国家戦略との同期：NEDOを通じた1兆円規模の政府支援
枠組み 
この「日本AI基盤モデル開発」の設立は、一民間企業の独立した動きではなく、経済安全保障上の
強烈な危機感に突き動かされた日本政府の国家戦略と完全に同期している。米中が国家予算規模

の莫大な投資をAIインフラ分野に行う中、日本政府もこれまでの方針を転換し、かつてない規模の
直接的な政策介入を決定した。 

4.1 5年間で1兆円の支援プログラムと2026年度の公募スキーム 
新会社は、経済産業省が所管する国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（

NEDO）が2026年度から新たに開始する「AIロボット・フィジカルAIを見据えたマルチモーダル基盤モ
デル開発事業」に公募・申請する予定である6。 

この政府支援プログラムは、2026年度から2030年度までの5年間で総額約1兆円の資金を提供する
という、日本のAI・IT関連支援としては過去に例を見ない歴史的な規模である3。初年度である2026



年度（公募期間：2026年3月24日～4月22日）だけでも、1提案あたり最大3,834億円の支援枠が設定
されている12。これにより、新会社は莫大なコストがかかるAIの計算資源（NVIDIA製GPUなどの最新
鋭AI半導体クラスタの確保）やトップクラスの人材獲得を、国家の強力なバックアップのもとで推進す
ることが可能となる7。 

 

 
 
4.2 「開発枠」と「探究枠」のデュアルアプローチと知的財産権の特例 
NEDOの公募要件を精査すると、このプロジェクトが国内エコシステム全体を底上げし、国益を最大
化するための緻密な制度設計に基づいていることがわかる12。事業は単一の提案テーマの中で「開

発枠」と「探究枠」という2つのフレームワークを同時にカバーすることが義務付けられている。 

1.​ 開発枠（Development Framework）: 国産のマルチモーダル基盤モデルを実際に構築し、国
内企業向けに広く社会実装するためのフェーズである。言語、画像、映像、音声の処理に加え

て、「実空間・物理特性データ」を処理・推論する技術の開発が必須とされている12。特筆すべ

きは、この開発枠から生じる成果物（基盤モデルなど）の知的財産権について、通常の日本版

バイ・ドール規定（国からの委託研究であっても発明を行った企業に知財が帰属する制度）を

適用せず、特例措置としてNEDO（国）が知的財産権を保有する方針が示されている点である



12。これは、莫大な国費を投じて開発された基盤モデルを特定の私企業が独占することを防

ぎ、広く日本の社会インフラとして他企業にもオープンに開放するという新会社の設立目的1を

法的に担保するための強力な政策的介入である。 
2.​ 探究枠（Exploration Framework）: 基盤モデルを将来的にさらに高度化するための先進的
なAI技術研究や、グローバルな動向調査を行うフェーズである。ここでは大学や国際的な研究
機関との連携が想定されており、開発枠とは異なり、こちらには通常のバイ・ドール規定が適

用され、研究機関のモチベーションを維持する設計となっている12。 

さらに、公募の審査基準には、単なる技術力や計算資源の調達計画だけでなく、GX（グリーントラン
スフォーメーション）への貢献要件も厳格に組み込まれている。温室効果ガス（GHG）削減目標の設
定や、第三者検証を伴う実績報告、そして取締役会で承認されたロードマップの策定が求められて

おり12、AI開発における莫大な電力消費という環境負荷への対策も国策として義務付けられている。
女性の活躍（えるぼし認定）や子育て支援（くるみん認定）といった社会的な企業評価指標も加点要

素とされており、技術開発と社会課題解決の不可分性が強調されている12。 

5. 競合環境の多角的な分析：グローバルジャイアントとの対峙
と国内エコシステムの多様性 
「日本AI基盤モデル開発」が立脚する市場環境は、かつてないほど熾烈であり、変化のスピードが極
めて速い。米国と中国のトッププレイヤーに対する「巻き返し」1を掲げる同社が直面する競争環境

と、日本国内における他のAI戦略（特にNTTグループの動向）との比較を通じて、そのポジショニング
と勝機を浮き彫りにする。 

5.1 グローバルな巨大IT企業との比較とオープン化の波 
米国では、OpenAIの継続的な大型資金調達、Anthropicによる防衛的サイバーAIの展開、そして
GoogleのGemini 3.1からGemini 4への進化といった最先端モデルの開発が絶え間なく続いている13

。特にGoogleは、Gemini 4を「完全にオープン」なライセンスとして公開する動きを見せており、これ
により特定タスクに特化したエージェントAI（Agentic AI）の普及が世界規模で加速している14。また、

BroadcomとGoogleの2031年までのAIチップ・ネットワーク協業に代表されるように、米国企業は専
用ハードウェアインフラ（TPUなど）からモデル開発、プラットフォーム提供まで、圧倒的な資本力（数
十兆円規模の設備投資）でエコシステム全体を強固に支配している14。 

こうした中、日本連合が真正面から「汎用テキストAI」の領域で米国のハイパースケーラー（巨大クラ
ウド事業者）と純粋なパラメータ規模の競争を行うことは、経済的合理性を欠くのみならず、勝ち目の

薄い消耗戦を意味する。だからこそ、「日本AI基盤モデル開発」は、汎用AIモデルに日本の得意とす
る「産業用物理データ」（ロボットの動作ログ、センサーの生データ、精密加工の三次元制御データな

ど）を付加し、「フィジカル空間を制御するAI」という特定領域でのパラダイムシフトを引き起こすこと
で、局地戦での圧倒的優位を確立しようとしているのである5。エッジAIコンピューティングの文脈にお
いて、物理世界との接点（センサー、自動車、ロボット）を握る日本企業の強みは健在である。 

5.2 国内エコシステムにおける対抗馬：NTT「tsuzumi」との戦略的対比 
一方で、日本国内に目を向けると、AI開発のアプローチは「日本AI基盤モデル開発」が目指す超巨



大化・統合化路線だけではない。その対極にして、もう一つの極めて重要な国家インフラ的AIとして、
NTTグループが独自開発した「tsuzumi」が存在する15。 

以下の表は、日本における「ソブリンAI」を牽引する2つの異なる戦略的アプローチを比較したもので
ある。 

 

比較項目 日本AI基盤モデル開発（
SoftBank, NEC等連合） 

NTT 「tsuzumi 2」 

開発の基本思想 超巨大化・統合型（スケーリ

ングによる高度な汎用性と物

理世界の統合） 

小型化・分散型（低消費電

力、高セキュリティ、特定ドメ

インへの特化） 

想定パラメータ規模 約1兆（1 Trillion）クラスの超
大規模モデル7 

数十億～数百億クラスの軽

量モデル15 

得意とする技術領域 フィジカルAI、マルチモーダ
ル（ロボティクス、自動運転、

画像センサー連携による物

理制御）7 

視覚的機械読解（図表やレイ

アウトの精緻な理解）、軽量

ファインチューニングによる

業務特化16 

実装環境の前提 巨大なクラウドインフラ、スー

パーコンピュータ上での大規

模な集中処理 

オンプレミス、エッジデバイ

ス、自社サーバ内でのクロー

ズドかつセキュアな運用15 

環境・電力へのアプローチ 巨大な計算資源を要するた

め、国家支援（NEDO）による
資源確保とGX要件の達成が
事業上の課題となる12 

IOWN（オール光ネットワー
ク）構想と連携し、光量子技

術による抜本的な電力消費

の削減を目指す18 

主要なユースケース 自動運転（ホンダ）、エンタメ・

ロボティクス・半導体（ソ

ニー）、重工業へのAPI提供7 

セキュリティ制約の厳しい企

業内の機密文書処理、電子

カルテの要約、専門コールセ

ンターの自動化15 

NTTの「tsuzumi」は、「AIは大きければ良いというものではない」という明確なアンチテーゼのもと、セ
キュリティ制約が厳しく外部クラウドにデータを一切アップロードできない企業（医療機関、金融機

関、官公庁など）向けに、ローカル環境で機敏に動作する高効率なエッジAIを提供している15。また、

NTTは次世代通信基盤「IOWN」や光量子コンピュータによる計算効率の飛躍的向上（クアンタム
リープ）を通じて、AIの莫大な電力消費問題の根本的な解決を図っている18。 

これに対し、「日本AI基盤モデル開発」は、あえて1兆パラメータという「重厚長大な基礎体力」を追求



し、さらにそれを現実世界のロボットや車という物理デバイスに直結させようとしている。この両者は

市場で競合するというよりも、日本のAI産業エコシステムにおいて「集中処理型の巨大な脳（日本AI
基盤モデル開発）」と「分散処理型のセキュアな神経節（NTT tsuzumi）」という、相互補完的なインフ
ラを形成していく可能性が高い。 

6. 社会実装のロードマップと産業への波及効果 
「日本AI基盤モデル開発」によって生み出される1兆パラメータ規模のフィジカルAI基盤モデルは、出
資企業内部での利用に留まらず、広く日本企業全体に対してオープンに開放される方針が示されて

いる1。このオープン化戦略は、国内企業のDX（デジタルトランスフォーメーション）を劇的に加速さ
せ、以下のような広範な産業領域においてディープテック主導のイノベーションを引き起こす。 

6.1 モビリティと自律型ロボティクス（交通・物流の再定義） 
ホンダが推進する次世代の自動運転技術の進化は、本基盤モデルの最も象徴的かつ直接的な恩

恵を受ける領域である。従来の自動運転が主に画像認識とルールベースの制御に依存していたの

に対し、フィジカルAIは道路状況、歩行者の微細な行動予測、天候による路面摩擦の変化といった
マルチモーダルな情報を統合的に解釈し、高度な論理的推論に基づいた判断を下すことが可能に

なる。これにより、2030年頃の実用化をターゲットとする完全自動運転の実現に向けた技術的ハー
ドルが大きく下がる11。これは、高齢化社会における交通弱者の救済や、物流ドライバー不足という

日本の深刻な社会課題に対する根本的な解決策となる。 

6.2 次世代マニュファクチャリングとエッジAIの統合 
ソニーグループの持つ世界トップシェアのイメージセンサー技術は、AIの「精緻な目」として機能す
る。センサー側で初期的なデータ処理を行うインテリジェントビジョンセンサーと、新会社の超巨大基

盤モデルがシームレスに連携することで、工場の生産ラインにおけるナノ・ミリ単位の異常検知や、

自律的に稼働する産業用ロボットの複雑なアーム制御が、過去にない精度と速度で実現する。 

また、マイノリティ出資者として名を連ねる日本製鉄や神戸製鋼所といった素材・重厚長大産業の存

在は極めて重要である8。製鉄所のような極限環境における高炉の温度制御、成分配合の最適化、

設備の予知保全などは、まさに「フィジカルAI」が解決すべき究極の非線形問題である。これらの製
造現場から得られる門外不出の操業データがモデルの学習に安全に活用されることで、日本の製

造業全体の歩留まり向上とエネルギー効率の飛躍的改善（GXへのダイレクトな貢献）が期待され
る。彼らは基盤モデルを活用することで、自社業務に最適化されたカスタムAIを容易に構築できるよ
うになる5。 

6.3 金融インフラと企業DXの加速 
三菱UFJ銀行、三井住友銀行、みずほ銀行という日本の3メガバンクが揃って出資・参画したことは、
金融業界におけるAI活用のフェーズが実験段階から本格実装へと一段階引き上げられることを意味
する8。金融機関は厳格なコンプライアンスとデータ主権の観点から、海外製のクラウドAIに機微な顧
客データや取引データを預けることに対して極めて慎重である。 

国家機関（NEDO）の支援を受け、日本企業がガバナンスを効かせて運営する「安全で透明性の高
い国産AI基盤」が提供されることで、与信審査の高度化、市場変動を予測するアルゴリズム取引の



精緻化、そして膨大な規制対応文書の監査業務の自動化など、金融業界のコア業務におけるAIの
社会実装が一気にブレイクスルーを迎える。 

7. 潜在的リスクと今後の課題 
「日本AI基盤モデル開発」が掲げる壮大なビジョンの実現には、いくつかの致命的なボトルネックと構
造的なリスクが立ちはだかっており、これらをいかに克服するかがプロジェクトの成否を分ける。 

7.1 絶対的な計算資源（Compute）の制約と半導体地政学 
1兆パラメータのAIモデルをスクラッチから学習し、継続的にアップデートするためには、NVIDIAの最
先端GPUを数万基規模で接続したスーパーコンピューティング・クラスタが必要不可欠である。
NEDOによる最大1兆円の支援の大部分は、この高価なGPUの調達と膨大な電力を消費するクラウ
ドインフラの構築に投じられると予想される。しかし、最先端AI半導体は世界的な奪い合い状態にあ
り、さらに米国の輸出管理政策の対象でもある。ハードウェアの調達遅延は、モデル開発のタイムラ

インに直結する最大の地政学的リスクである。 

富士通や日本IBM、そしてRapidus（ラピダス）への国からの支援（2027年度までに総額3兆円規模を
見込む）など、次世代半導体の国内量産化に向けた動きも並行して進んでいるが20、2026年時点の
新会社の初期開発においては、海外製ハードウェアへの完全な依存を脱することは不可能であり、

戦略的互恵関係の構築が急務となる。 

7.2 グローバルな人材獲得競争と報酬格差 
新会社はソフトバンクやPFNなどから国内トップクラスのAI開発者約100人を集めるとしているが7、

OpenAIやGoogle DeepMindが擁する数千人規模の天才的なトップリサーチャー陣と比較すると、
量的な見劣りは否めない。さらに深刻な問題は報酬の格差である。米国ではトップクラスのAIエンジ
ニアに対して数億円規模のストックオプションや年俸が提示されるのが常態化している。日本の伝統

的な大企業を母体とする合弁会社が、この熾烈なグローバル人材獲得競争において、いかにして

トップタレントを引き留め（リテンション）、海外から優秀な頭脳を惹きつける革新的なインセンティブ設

計を行えるかが問われている。 

7.3 コンソーシアム型ガバナンスの罠 
過去の日本の国家プロジェクト（日の丸半導体連合や液晶パネルプラットフォームなど）の歴史を振

り返ると、多数の巨大企業が寄り合い世帯を形成した結果、意思決定スピードが著しく低下し、機敏

な海外の単一企業に敗北するという「コンソーシアムの罠」が存在する。 

各社が十数％ずつを出資するフラットな株主構造は1、公平性を担保する一方で、開発の方向性や

ユースケースの優先順位を巡る政治的調整（社内ポリティクス）に貴重なリソースと時間を奪われる

危険性を孕んでいる。社長に就任したソフトバンク出身の幹部7が、親会社群の意向を適切にコント

ロールし、シリコンバレーのスタートアップに匹敵する意思決定の速度（アジリティ）を維持できるかど

うかが、ガバナンス上の最大の焦点となる。 

8. 結論：次世代産業革命における日本の生存戦略 
「日本AI基盤モデル開発」の設立は、単なるAI開発会社の誕生という枠組みを大きく超え、グローバ



ルなテクノロジー覇権競争における日本の「国家的な生存戦略」そのものである。 

生成AIの第一幕（インターネット上のテキストデータの学習と汎用言語モデルの構築）において、日
本を含む多くの国々は米国企業のプラットフォーム上に依存せざるを得ないデジタル領域の「属国

化」の危機に直面した。しかし、AIの進化がサイバー空間の言語処理から、物理空間の制御（フィジ
カルAI）へと向かう第二幕においては、ゲームのルールと優位性の源泉が根本的に変化する。 

新会社は、ソフトバンクとNECが持つ通信・計算インフラの「頭脳」と、ソニーとホンダが持つハード
ウェア・センシングの「四肢・感覚器」を高度に融合させ、さらに日本の基幹産業である金融・素材

メーカーの資本と良質な現場データを組み込むという、極めて合理的かつ日本固有の強みを最大化

するエコシステムを構築した。ここにNEDOを通じた1兆円という過去最大規模の国費が投下されるこ
とで、データ主権を確保しながら、AI基盤を「社会のオープンな公共インフラ」として機能させるための
土台が整った。 

NTTの「tsuzumi」がエッジ側でのセキュアな分散型・超低消費電力AIというもう一つの極を切り拓く
中、「日本AI基盤モデル開発」が目指す1兆パラメータのフィジカルAIモデルが完成し、自動運転から
工場制御まであらゆる物理デバイスに実装された暁には、日本は単なる「海外AI技術の消費者」か
ら「現実世界をハックする次世代AIの供給者」へと劇的な復権を果たすことができる。 

2026年4月のこの決断が、単なる大企業の寄り合い世帯に終わるか、あるいは「フィジカルAI」という
新たな産業革命における日本の反転攻勢の決定的な号砲となるかは、今後数年間のモデル開発の

実装スピードと、出資企業間における摩擦なきデータの統合、そしてグローバルな人材獲得競争に

おける機敏なマネジメントにかかっている。国家の命運を賭けたこの壮大なプロジェクトの行方を、世

界のテクノロジー市場は注視している。 
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